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概要 
 
 1980 年代から地球環境が温暖化しているという認識が一般的となりはじめ、その原因の
ひとつとして二酸化炭素等の温室効果ガスがあるということがわかってきた。1997 年には
京都議定書が批准され、そのなかで 2008 年から 2012 年の間に温室効果ガスを 1990 年に比
べて最低 5%削減することを目標とした。京都議定書ではこの目標達成のための手段とし
て京都メカニズムを提唱し、そのなかに排出する権利を取引することで地球全体の温室効
果ガスを削減する排出権取引がある。排出権取引は、市場原理を利用して温室効果ガスを
削減する方法である。 
 排出権取引の方式はベースライン・アンド・クレジットとキャップ・アンド・トレード
の 2 つがある。ベースライン・アンド・クレジットは排出権取引と同じ京都メカニズムの
共同実施とクリーン開発メカニズムで採用されている方法である。この方法では、排出枠
の割当て分と実際の排出量の差分を取引の対象とし、実際の排出量が確定してから取引が
可能となる。キャップ・アンド・トレードは排出枠の割当て分はすぐに取引の対象として
扱うことができる。 
 キャップ・アンド・トレードの日本国内における会計処理は、GISPRI が提案したもの、
環境省が提案したものがある。GISPRI は、排出権取引の会計処理に特化して研究をしてい
た機関であり、GISPRI 案の会計処理は日本における排出権取引の会計処理の嚆矢といえる。
環境省は排出権取引市場の設立にあたって 3 つの会計処理を提案した。オフバランス方式、
排出削減義務当初認識法、CO2 排出費用認識法の 3 つである。 
 キャップ・アンド・トレードの国際的な会計処理には IFRIC 第 3 号が挙げられる。この
会計基準は既に廃止となっているが、国際的な会計処理として初めて規定され運用された
ものである。しかし、IFRIC 第 3 号は IAS 第 20 号、第 37 号、第 38 号等の合成で作られて
おり、独自規定がないために各処理の矛盾が IFRIC 第 3 号に影響を与え、不都合が生じる
ことが EFRAG の勧告書等によって指摘され、廃止の運びとなった。 
 これらの会計処理を排出権の取扱いと、排出削減義務等の負債項目の取扱いの 2 つの側
面から比較をおこなうと、それぞれの考え方の違いによって取扱いの差異が生じることが
わかる。排出権の取扱いはどの会計処理についてもほぼ共通しているが、排出削減義務等
の取扱いにおいては、計上のタイミングと測定方法にちがいが生じることになる。  
 また、オフバランス方式の合理性とオンバランス方式に対する優位性を検討すると、合
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理性は取引規模が小さい場合や、排出権の市場価格が企業の排出削減コストを上回る場合、
優位性は投資家の情報開示に対する要求がほぼ無いと考えられる場合などのごく限られた
場合に成立すると考えられる。 
 理想とされる会計処理を検討するにあたっては、現状で企業が排出権取引をオフバラン
ス方式以外でどのように会計処理するかを分析し、企業にも受け入れやすい基準とはどの
ようなものか推測する必要があると考えられる。GISPRI が実施したアンケートでは、貸借
対照表の計上科目については、排出権を投資その他の資産として処理している企業が多く、
排出枠償却時の損益計算書の計上科目には販売費および一般管理費を用いている企業が多
かった。しかし、排出権の評価方法や、償却時期については、未回答が多い、未定とする
回答があるなど、暗中模索のなか会計処理をおこなっていたり、会計処理の決定を先送り
にしたりしている面も見受けられた。会計基準が規定されず企業による独自の処理が続け
られ場合、将来に大きな損失や費用が生じる場合に備えた処理などが行われないこともあ
り得るため、明確な会計処理を規定した会計基準の設定が必要であるといえる。  
基準と整合した処理がおこなわれることが重要である。日本においては、排出権取引に関
する会計基準には、金融商品に関する会計基準、固定資産の減損に係る会計基準が大きく
影響すると考えられる。 
 排出権の性質を金融商品に照らすと、その他有価証券の定義に当てはまるということが
わかった。そのため、排出権は時価評価することが金融商品に関する会計基準とは矛盾し
ない処理となると考えられる。しかし、金融商品に当てはまるかどうかが、時価評価の根
拠とはならないという見解もある。 
 減損については、固定資産の減損に係る会計基準における減損損失の処理を排出権でも
おこなうことができることがわかった。しかし、キャッシュフローの見積りについては、
排出権は通常の資産と異なり、使用によるキャッシュフローが見込めず、売却によるキャ
ッシュフローを用いることになる点に留意する必要がある。 
 キャップ・アンド・トレードの会計処理として、日本において提案された GISPRI 案、オ
フバランス方式、排出削減義務当初認識法、CO2 排出費用認識法のうち最も適していると
考えられる方法として排出削減義務当初認識法を選択した。この方法は、他の方法と比較
して、排出権に関する項目がオンバランスされ、企業のキャップ・アンド・トレードに参
加する際の認識とも合致し、ミスマッチが生じないという点で理想的な会計処理と考えら
れる。しかし、この方法にも、排出枠の無償割当と有償割当の会計処理が整合しない点が
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短所として挙げられることがある。これは、排出枠の無償割当と、有償割当の経済実態の
ちがいに端を発している。しかし、経済実態が異なるのであれば、会計処理が異なるのは
自然であるという見解もある。そのため、この点は、排出削減義務当初認識法を理想的な
会計処理としない積極的な理由とはなりにくいと考えられる。しかし、実際の運用にあた
っては、経済実態のちがいが会計処理の不整合となっている点について、十分な注意喚起
が必要になると考える。 
 今後、キャップ・アンド・トレードの会計処理として検討すべきと考えられる点は、ま
ず、既存の会計処理以外の理想的と考えられる会計処理を独自に考案し検討することであ
る。また、IFRS 公開草案の発表によって、IFRIC 第 3 号の問題点であったミスマッチをど
う解消したのか、コンバージェンスに向けて日本における会計処理にどのような影響があ
ると考えられるのかについても検討が必要となると考えられる。日本国内での排出権取引
制度の導入は先送りにされている状態だが、IFRS 公開草案によって、状況が変化する可能
性も十分にあり、今後も国内外の動向を観察することが必要と考えられる。  
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序章 はじめに 
 
1980 年代後半から、地球環境が変化し温暖化しているという説が一般に認識されるよう
になった。この地球温暖化の問題は国際政治の場でも取り上げられ、1992 年に環境と開発
に関する国際連合会議において気候変動枠組条約が採択され、気候変動枠組条約締約国会
議の開催を規定し、継続的な議論がなされることになった。世界的な議論のなかで、地球
温暖化の原因は、人間が排出した温室効果ガスであり、地球環境保全のために温室効果ガ
スの削減が必要であるという認識の高まりは、1997 年の京都議定書を 182 カ国が批准する
ことにつながった。京都議定書では、2008 年から 2012 年の間に先進国全体の温室効果ガ
スの合計排出量を、1990 年と比較して尐なくとも 5%削減することが目標として定められ
た。また、温室効果ガスの具体的な削減手段として京都メカニズムが提唱された。京都メ
カニズムとは、排出権取引（キャップ・アンド・トレード方式）、クリーン開発メカニズム、
共同実施を指している。どの方法も、国家や企業の積極的な参加を通じて効率的な温室効
果ガスの削減を図る手段である。 
これらの削減手段のうち、排出権取引は市場原理を利用した手段であり、事業投資目的
で利用する場合と金融投資目的で利用する場合があるため、会計処理が企業の業績開示の
面で重要になると考える。国内でも、東京都が国際的な排出量取引との互換性も視野に入
れた強制参加型の排出権取引市場を 2010 年 4 月から運用しており、排出権取引をどのよう
に会計処理するべきか問題となる機会は増えていくと考えられる。  
本論文では、事業投資目的で排出権取引を利用する場合、かつ排出権取引のうち京都議
定書で規定されたキャップ・アンド・トレード方式の取引を行っている場合の会計処理に
は、どのような方法が最も適すると考えられるのかについて論じていく。 
 1 章では、排出権取引の概要について説明し、キャップ・アンド・トレードとベースラ
イン・アンド・クレジットについて比較をおこない相違点を確認する。2 章では、キャッ
プ・アンド・トレードについて GISPRI 案、オフバランス方式、排出削減義務当初認識法、
CO2 排出費用認識法を、日本において提案された会計処理として挙げ、それらの処理方法
について概観する。3 章では、国際的な会計処理として IFRIC 第 3 号の処理方法を概観し、
その問題点と廃止の経緯についても検討をおこなう。また、IFRS による新たな基準制定の
動向についても触れる。4 章では 2 章と 3 章で概観したキャップ・アンド・トレードの会
計処理について、オンバランス方式の間では排出権の取扱いと排出削減義務等の取扱いに
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ついて比較をおこなう。また、オフバランス方式に関しては、キャップ・アンド・トレー
ドの会計処理方法としての合理性、オンバランス方式に対する優位性について比較をおこ
なう。5 章では、2 章と 3 章における会計処理の外観と、4 章における各会計処理方法の比
較をもとに、キャップ・アンド・トレードの会計処理として理想的といえる方法はどの方
法なのかを検討する。この検討にあたっては、日本国内において企業が独自におこなって
いる会計処理の検討、排出権に関連すると考えられる他の会計基準との整合性の検討もお
こなう。 
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1章 排出権取引の概要 
 
1 節 はじめに 
 本章では、まず排出権取引の概要として、その種類と特徴点について解説する。排出権
取引はベースライン・アンド・クレジットとキャップ・アンド・トレードの 2 種類の方式
に分類することができる。そのため、2 節ではベースライン・アンド・クレジットの概要
について、3 節ではキャップ・アンド・トレードの概要について解説し、比較を行う。こ
れらの 2 つの方式は、排出権がどの時点において割当てられるのかに主なちがいがある。
両者のちがいの比較を行うことで排出権取引を概観し、次章におけるキャップ・アンド・
トレードの会計処理の検討につなげていきたい。 
 
2 節 ベースライン・アンド・クレジットの概要 
本節ではまず、ベースライン・アンド・クレジットの概要について紹介する。  
ベースライン・アンド・クレジットは、排出権取引に参加する企業が温室効果ガスの排
出削減プロジェクトを実施し、その結果生じた排出削減量にもとづいて排出権が発行され
るモデルである。ここでいうベースラインとは、企業が排出削減プロジェクトを実施しな
かった場合の排出量を指す1。この方法は京都議定書において、排出権取引には採用されて
いないが、他の京都メカニズムである共同実施とクリーン開発メカニズムで採用されてい
る。 
では、企業を前提としたベースライン・アンド・クレジットの取引を例に、取引の流れ
を解説する。 
① 国や地方自治体が、各企業の過去の実績排出量に基づいて、ベースラインを排出枠と
して決定する。 
② 実際の排出量がベースラインを下回った部分が排出権として発行され、取引の対象と
なる。 
この方式の特徴は、排出権は企業が温室効果ガスを排出した後に確定し、取引が可能に
なる点にある。 
 
 
                                                        
1
 平井（2007）p.38 
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3 節 キャップ・アンド・トレードの概要 
1 項 はじめに 
京都議定書は第 17 条の排出権取引について規定のなかで京都メカニズムにおける排出
権取引をキャップ・アンド・トレードとしている。また、我が国では、環境省が主催する
自主参加型国内排出量取引制度と、東京都が 2010 年 4 月から運用を開始した排出権取引市
場で採用されている取引の方式である。 
キャップ・アンド・トレードとは、国際機関（国連）が各国に対して温室効果ガスを一
定量まで排出する権利（排出枠・クレジット）を割当て、排出枠が設定されている国の間
で排出枠の一部の移転又は獲得することを認める制度である。ここでいう排出枠とは、排
出権取引が行われる期間中における温室効果ガス排出量の上限であり、排出権取引におけ
る取引対象である2。同時に、国や企業は、ある一定期間内の温室効果ガスの排出量に見合
った排出枠を保有する必要がある3。この方式は、国内では、国が企業に対して排出枠を割
当て、排出枠を保有する企業間で取引を行うことも含まれている。  
温室効果ガスの削減にかかるコストは国・企業によって差がある。この排出削減コスト
の差が、排出権取引を成り立たせる原因のひとつと言える。つまり、排出削減コストの高
い国・企業が、排出削減コストの低い国・企業から排出枠を購入することにより、それぞ
れの国・企業が独自に温室効果ガスの削減を行うよりも低コストで全体としての排出削減
目標が達成できるのである。 
では、企業を前提としたキャップ・アンド・トレードの取引を例に、取引の流れを解説
する。 
① 国や地方自治体が企業ごとの温室効果ガスの削減目標を定め、排出権登録簿を作成し
て企業に排出枠を割当てる。 
② 排出枠の割当を受けた企業は、排出枠と実際の排出量との差分を取引する。実際の排
出量が確定していなくても、排出権の売買を行うことは可能である。  
③ 取引期間末に排出量分の排出枠を国や地方自治体等に返納する。返納した排出枠より
も、実際の排出量が多い場合はペナルティーが課される。 
キャップ・アンド・トレードにおいては、排出権は排出枠の割当てを受ければ取引が可
能となる点に特徴がある。 
                                                        
2
 鈴木・水口（2010）p.162 
3
 排出量取引に係る制度設計検討委員会（2000） 
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2 項 排出枠の割当て 
 排出権取引のスタートラインは、国連、国家や地方自治体等の規制当局による排出枠の
割当てである。排出枠の割当てを受けることによって、温室効果ガス排出可能数値が確定
するとともに、取引の対象物の量も確定するからである。排出枠の割当て方法には、様々
方法が考えられているが、ここではグランドファザリングと呼ばれる方法と、オークショ
ンについて述べる。 
 グランドファザリングとは、排出枠の交付を受ける主体の過去の特定年あるいは特定期
間における温室効果ガスの排出量の実績を基準値として、交付する排出枠を決定すること
である4。全体の温室効果ガスの排出を削減することが排出権取引の目的であることから、
実際には、排出量の実績から一定比率を削減した量が排出枠とされる。  
グランドファザリングの長所は、排出枠の交付を受ける側のコスト負担が尐ないため受
容性が高い点にあり、東京都をはじめとして広く採用されている割当て方法となっている。
しかし、この割当て方法には、排出量の基準値の設定に問題を抱えている。まず、最初の
排出枠の割当ての前に、主体ごとの排出量の測定が必要となり、これにかかる費用を規制
当局がある程度負担することが必要となるという点が挙げられる。また、排出権取引市場
に、基準値測定期間を過ぎてから参入する企業等や、基準値測定期間は排出活動があった
が、取引開始時には排出を行っていない企業等の取り扱いに配慮が必要となる点も問題と
されている。 
オークションは、規制当局が排出枠を公開入札により販売することをいう。この方法で
は、排出枠を、入札価格を落札価格として販売する場合と、最低落札価格で販売する場合
が考えられる。 
オークションの長所は、公開入札という形式をとるため、排出枠の割当てを行う際の機
会の公平性、透明性が保たれる点にある。また、規制当局は、排出枠の割当てを受けよう
とする主体が入札した価格に応じて排出枠を決定すれば良いため、規制当局側のコストが
低く済むという点も長所とされている。 
 
3 項 排出権の取引 
 キャップ・アンド・トレードでは、排出枠の割当てを受けると、排出権の売却量、購入
量に制限が設けられている場合もあるが、市場での取引が可能になる。排出権の取引期間
                                                        
4
 排出量取引に係る制度設計検討委員会（2000）p.16 
6 
 
の末には、当該期間中の排出量に見合う排出権を保有している必要があるため、取引期間
末の排出権が実際の排出量よりも尐なくならないように注意する必要がある。また、取引
期間が複数の事業年度をまたぐ場合はバンキングが認められ、次期に繰越して排出枠とし
て利用、および排出権として取引が可能となる。 
 
4 項 排出権の償却 
 排出権の取引期間が終了すると、当該期間中に実際の排出量と同量の排出権を規制当局
に引き渡すことが要求されている5。これを排出権の償却と呼ぶ。排出権の償却時に返納す
べき排出権を保有していない場合は、企業名の公表や罰金等のペナルティが課されること
がある。 
 
5 項 おわりに 
 キャップ・アンド・トレードの概要は、排出枠の割当て、排出権の取引、排出枠の償却
によって構成されている。 
排出権の割当ては、温室効果ガスの排出削減目標を数値に反映させるとともに、取引の
対象となる排出権の量を把握するのにも必要なプロセスである。排出枠の割当てを受ける
と、排出権の取引が可能となる。取引にあたっては、取引期間末に、実際の排出量に見合
う排出権を保有している必要がある点に留意する必要がある。取引期間が終了すると、実
際排出量と同量の排出権を規制当局に引渡すという排出権の償却という手続きが取られ、
キャップ・アンド・トレードの一連の流れが完結する。 
以上の流れを踏まえ、次節では、ベースライン・アンド・クレジットとキャップ・アン
ド・トレードの比較を行う。 
 
4 節 2 つの方式の比較 
1項 共通点 
 ベースライン・アンド・クレジットと、キャップ・アンド・トレードに共通する点は、
排出枠の割当てについてである。両者の排出枠の割当ては、取引期間が開始するときに交
付が行われる。 
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2項 相違点 
 ベースライン・アンド・クレジットと、キャップ・アンド・トレードの相違点は排出権
がどの時点で認識され、取引が可能となるかという点である。 
 ベースライン・アンド・クレジットは、排出枠が割当てられた期間の実際の排出量が確
定してから、排出枠と実際排出量の差分が排出権となり、取引が可能となる。一方、キャ
ップ・アンド・トレードでは、排出枠の割当てを受けると、割当てられた排出枠は排出権
として取引が可能となる。しかし、取引期間の末には実際排出量と同量の排出権を保有し
ておかなければならないという制約が存在する。ベースライン・アンド・クレジットは、
排出権の確定時には実際排出量に見合う排出権の規制当局への引渡しは完了しているため、
取引にあたってキャップ・アンド・トレードのような制約はない。 
 
5 節 おわりに 
 本章では、排出権取引が 2 つの方式に分類することができる点、両方式の共通点と相違
点について述べた。 
2 つの方式のひとつめはベースライン・アンド・クレジットと呼ばれる方式であり、京
都議定書における排出権取引では採用されていない手法であるが、他の京都メカニズムで
は採用されているため比較対象とした。ふたつめの方式はキャップ・アンド・トレードと
呼ばれる方式である。この方式は京都議定書が排出権取引に関する規定のなかで採用した
方式であり、日本でも東京都が正式に採用している。 
両方式の共通点として挙げられるのは、排出枠の割当て時期であり、ともに取引期間の
初めに規制当局から割当てがなされる。また、相違点としては排出権の確定時期が挙げら
れる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
8 
 
2章 日本における会計処理 
 
1節 はじめに 
 1 章では、排出権取引の概要と 2 つの取引の方式について概観した。本章では、そのう
ちのキャップ・アンド・トレードの取引方法を念頭に置き、日本における排出権取引の会
計処理について検討していく。 
 日本における排出権取引の会計処理の検討は、財団法人地球産業文化研究所による会計
問題の研究に始まった。また、環境省は 2006 年にクレジット会計処理検討委員会設置し、
その報告書の中で日本における排出権取引の会計処理は 3 つ示した6。オフバランス方式、
排出削減義務当初認識法、CO2 排出費用認識法が示された会計処理方法である。 
 本章では 2 節において日本での GISPRI と経済産業省による会計処理の検討の変遷につ
いて触れたあと、3 節ではオフバランス方式、4 節では排出削減義務当初認識法、5 節では
CO2 排出費用認識法の方法の具体的な会計処理の内容を比較検討していく。  
 
2節 日本における会計処理の検討の変遷 
―GISPRI と環境省が先駆的に果たしてきた役割 
1 項 はじめに 
日本において、京都議定書の採択を契機として、排出権取引の導入は複数の異なる主体
によって検討されてきた。主な主体としては、環境省、経済産業省、東京都等が挙げられ
る。 
特に環境省は 2000 年頃から国内での排出権取引市場の設立に向けて活発な活動を行っ
ていた。また、排出権取引市場の導入を目的としていないが、この動向と並行して、財団
法人地球産業文化研究所(以下、GISPRI)も、2000 年から 2001 年にかけて排出削減におけ
る会計および認定問題研究委員会を設置し、排出権取引の会計処理についての研究が行わ
れていた7。GISPRI は、環境省などと比較すると、会計問題について特化した研究を行っ
ていたため、排出権取引に関する会計問題を先駆的に扱っていた機関であると考えられる。
その後、環境省でも、排出権取引市場の導入にあたって、会計処理方法を示す必要がある
ことから、クレジット会計処理検討委員会によって 3 つの会計処理が示され、現在の会計
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処理の分類となったといえる。 
本節では、GISPRI と環境省の排出権取引に対する検討を概観し、日本における会計処理
の検討がどのような視点から進められてきたのかを理解する。 
 
2 項 GISPRI による会計問題の検討 
 GISPRI は、排出権取引における排出枠の会計上の考え方取り扱い方に対する検討を行い、
2001 年 6 月に「排出削減における会計および認定問題研究委員会報告書」を刊行した。こ
の報告書においては、委員長を務めた黒川行治教授の「バッズの会計」が骨子となってい
る8。 
「バッズの会計」では、人類にベネフィットを供与する財およびサービスをグッズとし、
その生産と並行して発生する不便益となるような製品やサービスをバッズと定義している
9。バッズの認識・測定の論理は、第一にバッズの発生を会計的に認識・測定すること、第
二に経済主体にバッズ発生の既得権を与えること、第三にバッズを経済財として認識する
ことという 3 つの段階で展開される。この論理展開をもとに、GISPRI の報告書では排出枠
を棚卸資産的無形資産と解釈するに至った。 
解釈に至るまでの論理展開の要約は以下のとおりである。 
①規制当局から割当てを受けた排出枠は、排出削減免除権であり、この排出枠の範囲内で
あれば追加のコストを支払うことなく温室効果ガスの排出が可能となる。  
②企業は、排出枠の範囲内で温室効果ガスの排出を伴う付加価値生産を自由に行うことが
可能であるため、排出枠は潜在的収益獲得能力を持った資産である。  
③排出枠の範囲内で付加価値の生産が可能であるということは、排出枠は主観のれんを生
じさせる性質を持つことを示している。よって排出枠は実物資産である。 
④IAS 第 38 号「無形固定資産」にあてはめると、漁獲割当量との類似性が認められた。ま
た、2001 年当時の IAS 公開草案第 65 号「農業」における例示に汚染物質排出権が挙げ
られていたことなどから、排出枠は無形資産であると判断された。  
⑤排出枠は漁獲割当量との類似性と、棚卸資産のような分割可能性を持つことから、特殊
性を持った無形資産と解釈された。よって、棚卸資産的無形資産との解釈に至った。  
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 この GSPRI の見解にもとづいて示された仕訳例は以下のとおりである10。 
≪前提≫ 
①一年ごとに排出権の割当てと国の償却口座への移転があるとする。 
②バッズ（ここでは温室効果ガス）の市場価格は政府の課すペナルティー（課徴金）の単
価に等しい。 
③毎月の温室効果ガスの排出量は、100 トン発生する（年間 1,200 トン）。またそのトン当
たりの市場価格は 500 円とする。したがって毎月以下の会計処理が行われる。 
 温暖化排出コスト 50,000 / 温暖化ガス削減義務 50,000 
 したがって、期末にはそれぞれの勘定残高は以下となる 
 温暖化排出コスト  600,000（借方残高） 
 温暖化ガス削減義務 600,000（貸方残高） 
④排出枠は年間 1,000 トン無償割当である。 
⑤保有は異質枠の不足分の補填として CER あるいは CDM 事業により移転する。その場合、
以下の 3 ケースを仮定する。移転コストは 400 円である（当初割当時の市場価格よりも
低いとする）。 
 A ケース 200 トン  80,000 円 
 B ケース 300 トン 120,000 円 
 C ケース 100 トン  40,000 円 
⑥D ケースとして上記 B ケースにおいて購入した 300 トンのうち、100 トンがあまると判
断し、市場価格が 400 円に上昇したので販売した。 
⑦期末には保有の排出枠を国の償却口座へ移転するものと仮定する。したがって、A ケー
スから D ケースにおける排出枠の過不足は以下となる。 
 A ケース      トン        トン     トン   トン 
 B ケース      トン        トン     トン     トン（繰越数量） 
 C ケース      トン        トン     トン      トン（不足数量） 
 D ケース      トン        トン     トン     トン   トン 
 なお不足分の移転できない分はペナルティーを支払う。C ケースにおいては、移転でき
ない 100 トンについてペナルティー50,000 円（100 トン×500 円）の支払義務が生ずる。
また、移転する排出枠は無償割当から先に移転すると仮定する。  
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（1）当初無償割当時における会計処理 
   排出枠 500,000 / 免除権認定益（受贈益） 500,000 
（2）排出枠の購入時 
   A ケース 排出枠 80,000 / 現金 80,000 
   B ケース 排出枠 120,000 / 現金 120,000 
   C ケース 排出枠 40,000 / 現金 40,000 
（3）排出枠の売却時 
   D ケース 現金 45,000 / 排出枠 40,000 
                排出枠売却益 5,000 
（4）期末における会計処理 
   A ケース 温室効果ガス削減義務 600,000 / 排出枠 580,000 
                         排出移転差益 20,000 
   B ケース 温室効果ガス削減義務 600,000 / 排出枠 580,000 
                         排出移転差益 20,000 
   C ケース 温室効果ガス削減義務 600,000 / 排出枠 540,000 
                         未払ペナルティ 50,000 
                         排出移転差益 10,000 
   D ケース 温室効果ガス削減義務 600,000 / 排出枠 580,000 
                         排出移転差益 20,000 
 以上のように、排出枠を事業活動を通じて、温暖化排出コストとして費用化していくと
いう会計処理を取っている。この流れは棚卸資産が事業活動とともに売上原価として費用
化していく流れと同じであるとされている。そのため、GISPRI の示した排出権取引の会計
処理は、収益費用アプローチによる会計といわれている。 
 
3 項 おわりに 
 日本における排出権取引の会計処理は、様々な主体によって検討されてきた。それらの
主体のなかでも GISPRI は、会計処理方法の検討に特化した研究を行い、先駆的役割を果
たしてきた主体であると考えられる。 
GISPRI の提示した会計処理案は、黒川行治教授の「バッズの会計」を骨子として、排出
権を棚卸資産的無形資産であると解釈している点に特徴がある。これは、排出権が棚卸資
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産と同様に事業活動とともに費用化されていく側面に着目していることが根拠となってお
り、収益費用アプローチにもとづいた会計処理であるといわれている。 
 
3 節 オフバランス方式 
1項 はじめに 
 オフバランス方式は、環境省によって示されたキャップ・アンド・トレードの 3 つの会
計処理のうち、企業会計基準委員会が、「IFRIC 解釈指針公開草案 D1「排出権」に対する
コメント」において採用された会計処理方法である。本節では仕訳等も検討し、他の 2 方
式との比較につなげる。 
 
2 項 会計処理の概要 
オフバランス方式は、キャップ・アンド・トレードでは、多くの企業は無償割当を受け
た排出権を売買することなくそのまま保有し、不足分を購入するという行動をとるという
予想にもとづく会計処理である11。この予想では、ほとんどの主体において割当てられた
排出枠は取引期間中に売買されることはなく、取引期間末に実際排出量と比較したときの
排出枠の不足分および余剰分を清算する程度の取引が行われるものとされている。割当て
を受けた排出権は事実上自由に処分することはできないものとなるため、会計上認識しな
いこととする。 
オフバランス方式の長所としては、排出権を資産として認識されないため、キャップ・
アンド・トレードの排出権取引に参加する前後における貸借対照表の整合性を保つことが
できる点が挙げられている12。しかし、排出権が企業の貸借対照表に占める割合が低い場
合は問題とならないが、排出権が一定以上の割合を占める場合は排出権をオフバランスし
てしまうと、企業の実態を正確に表示しないこととなってしまうという問題がある。  
また、短所としては、簿外資産の売却や保有といった状況が発生することがある点が挙
げられる。 
以下にオフバランス方式の仕訳を示す。取引の前提として、排出権は無償で割り当てら
れ、会計期間末に排出権が残っている場合には翌期に持ち越すものとし、1 トン当たりの
単価の計算方法は移動平均法を用い、仕訳に用いる数値の単位は千円とする（以下の仕訳
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例も同じ前提とする）。 
 
①X1 年 4 月 1 日 排出権の割当て（100,000 トン@1,000 円） 
 仕訳なし 
 
②X1 年 7 月 15 日 排出権の購入（20,000 トン@1,300 円） 
 排出枠 26,000 / 現金預金 26,000 
 
③X1 年 8 月 15 日 排出権の売却（△30,000 トン@3,000 円） 
 現金預金 90,000 / 排出枠 26,000 
           売却益 64,000 
 
④X2 年 3 月 31 日 排出権の引渡し（実際排出量は 70,000 トン） 
 仕訳なし 
（「環境省自主参加型排出量取引 会計処理まとめ」より筆者加筆修正） 
 
この仕訳例では、期中に排出権の売買が行われた場合の仕訳も示しているが、短所でも述
べたとおり、次期に繰越される排出権 10,000 トンは簿外資産となっている。仮に期末に排
出権を時価評価する場合でも、仕訳は行われない。  
 
3 項 おわりに 
 オフバランス方式は、企業会計基準委員会が採用した排出権取引の会計処理方法である。
しかし、この方法の会計処理が受容されるのは、排出権取引が企業の活動のうち大部分を
占めない場合であると考えられる。企業の活動のうちの大部分を占めることになるのであ
れば、排出権をオフバランスとしてしまうと、事業投資目的で排出権を保有していても、
金融投資と同じ行動をとる場合もあり、その対象物である排出権が表示されないこととな
るため表示されないこととなるため、企業の実態を表さない貸借対照表が作成されること
となってしまうからである。また、期末に排出権を繰越す場合に簿外資産が生じることが
あることも問題視されている。 
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4 節 排出削減義務当初認識法 
1 項 はじめに 
 排出削減義務当初認識法は、環境省の示したキャップ・アンド・トレードの 3 つの会計
処理のうち、排出権を会計上認識し、排出権に関連する科目が貸借対照表に記載され、排
出権取引の影響が表示される方法のひとつである。前節と同様に、仕訳処理も示し比較の
助けとする。 
 
2 項 会計処理の概要 
 排出削減義務当初認識法は、無償割当を受けた排出権は、排出削減義務を受け入れるこ
との対価と捉える考え方に立脚している13。排出権の割当て時に排出削減義務を認識し、
期末には実際排出量にもとづいて排出権の償却を行う。割当てられた排出権を超えて排出
を行うと、超過分を市場から調達してくるための費用が生じ、下回る場合は利益が生じる。  
 この会計処理方法では、排出権が会計上認識されるという点が長所とされている。一方
で、排出枠を無償割当ではなく、有償割当を受ける場合の会計処理と整合性が取れないと
いう点が短所として指摘されている14。 
 以下に排出削減義務当初認識法の仕訳を示す。 
 
①X1 年 4 月 1 日 排出権の割当て（100,000 トン@1,000 円） 
 排出権 100,000 / 排出枠償却義務 100,000 
 
②X1 年 7 月 15 日 排出権の購入（20,000 トン@1,300 円） 
 排出権 26,000 / 現金預金 26,000 
（@1,050 円/トン） 
 
③X1 年 8 月 15 日 排出権の売却（△30,000 トン@3,000 円） 
 現金預金 90,000 / 排出権 31,500 
           売却益 58,500 
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 伊藤（2008）p.315 
14
 大串（2008）p.58 
15 
 
④X2 年 3 月 31 日 排出権の引渡し（実際排出量は 70,000 トン） 
 排出権償却義務 30,000 / 排出権償却義務免除益 30,000 
 排出権償却義務 70,000 / 排出権 73,500 
 償却差額    3,500 
（「環境省自主参加型排出量取引 会計処理まとめ」より筆者加筆修正） 
 
原価法では、無償交付時にはミスマッチは生じないが、事後測定においてミスマッチが生
じることがある15。この事後測定のミスマッチを回避するためには、実際に採用する場合
には時価法をとればよい。時価法の場合は④以降の仕訳が以下のようになる。 
 
④X2 年 3 月 31 日 期末の排出権の公正価値は 1,200 円であった。 
 排出権 13,500 / 排出権評価益 13,500 
（期末残高 90,000 トンについて@1,050 円から@1,200 円に評価替えを行う。） 
 排出権償却義務再評価 20,000 / 排出権償却義務 20,000 
（償却義務 100,000 トンについて@1,000 円から@1,200 円に評価替えを行う。） 
 
⑤X2 年 3 月 31 日 排出権の引渡し（実際排出量は 70,000 トン） 
 排出権償却義務 36,000 / 排出権償却義務免除益 36,000 
 排出権償却義務 84,000 / 排出権 84,000 
 
時価法を適用すると、原価法の場合と比較して、時価評価による評価損益が計上される
こと、排出権償却義務も排出権と同じく時価評価が行われることがわかる。排出削減義務
当初認識法では、事後測定を行う場合に原価法に比して時価法を適用するほうが、実態を
適切に表すと考えられている。これは、時価法によると無償交付時にミスマッチが生じず、
事後測定においてもミスマッチが生じないためとされている16。 
 
3 項 おわりに 
 排出削減義務当初認識法は、排出権を会計上認識し貸借対照表にその存在を反映させる
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 大橋（2009） 
16
 伊藤（2008）p.316 
16 
 
会計処理方法であり、排出権の割当て時に排出削減義務を認識する点にその特徴がある。
会計処理にあたっては、原価法をとるか時価法をとるかで、事後測定についてちがいが生
じる。事後測定を行うのであれば、時価法を採用すればミスマッチを生じさせることなく
会計処理が行える。しかし、排出権の割当てが有償で行われる場合の会計処理との整合性
に問題があると指摘されている。 
 
 
5 節 CO2 排出費用認識法 
1 項 はじめに 
 CO2 排出費用認識法は、4 節で述べた排出削減義務当初認識法と並び、排出権を会計上
認識して処理を行う方法である。本節においても、仕訳例を用いて処理方法を概観し検討
していく。 
 
2 項 会計処理の概要 
 CO2 排出費用認識法は、CO2 等の温室効果ガスを排出することが費用を発生させるとい
う考え方にもとづいた会計処理方法である。この費用の発生に伴って、排出権償却義務と
しての負債の認識が行われるため、費用の発生と負債の認識時点は同一となる17。排出権
の割当てと、費用の発生は別個独立した取引としており、排出権の無償割当は政府等規制
当局からの補助金収入と捉えて繰延経理を行う。 
 この会計処理方法は、排出権を無償割当によって取得した場合でも、有償で取得した場
合でも適用することが可能な点が長所として挙げられている。しかし、排出権の無償割当
を補助金収入として捉える点は、企業の排出量を削減しなければならない義務を負ってお
り、排出権と排出削減義務は一体であって利益は生じないという認識と異なるため短所と
して挙げられることが多い18。また、会計基準の改廃に伴う問題も短所として存在する。
排出権無償割当時の受贈益を政府補助金として繰延処理することは、IASB において廃止
が検討されている処理方法であるため、報告においてもミスマッチを生じさせる可能性が
あるので、廃止となる会計処理が付随的に必要となる方法を採用することはふさわしくな
いためである。 
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 大橋（2009）p.39 
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 伊藤（2008）p.316 
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 以下に CO2 排出費用認識法の仕訳を示す。 
 
①X1 年 4 月 1 日 排出権の割当て（100,000 トン@1,000 円） 
 排出権 100,000 / 繰延補助金収入 100,000 
 
②X1 年 7 月 15 日 排出権の購入（20,000 トン@1,300 円） 
 排出権 26,000 / 現金預金 26,000 
（@1,050 円/トン） 
 
③X1 年 8 月 15 日 排出権の売却（△30,000 トン@3,000 円） 
 現金預金 90,000 / 排出権 31,500 
           売却益 58,500 
 
④X2 年 3 月 31 日 排出権の引渡し（実際排出量は 70,000 トン） 
排出費用 73,500 / 排出権償却義務 73,500 
繰延補助金収入 100,000 / 補助金 100,000 
排出権償却義務 73,500 / 排出権 94,500 
償却差額    21,000 
（「環境省自主参加型排出量取引 会計処理まとめ」より筆者加筆修正） 
 
CO2 費用認識法でも、原価法と時価法のどちらも適用することが可能である。原価法を
適用した場合には排出削減義務当初認識法のように事後測定のミスマッチが乗じる可能性
があり、それを防ぐためには時価法の採用が考えられる。時価法を適用した場合、仕訳例
の④以降は以下のようになる。 
 
④X2 年 3 月 31 日 期末の排出権の公正価値は 1,200 円であった。 
 排出権 13,500 / 排出権評価益 13,500 
（期末残高 90,000 トンについて@1,050 円から@1,200 円に評価替えを行う。） 
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⑤X2 年 3 月 31 日 排出権の引渡し（実際排出量は 70,000 トン） 
 排出費用 84,000 / 排出権償却義務 84,000 
 繰延補助金収入 100,000 / 補助金収入 100,000 
 排出権償却義務 84,000 / 排出権 84,000 
 
 時価法を適用すると、原価法で見られた期末の排出権の引き渡しにおける償却差額は発
生しないが、排出権の時価評価によって評価損益の計上が行われることがわかる。CO2 排
出費用認識法においても、事後測定を行うのであれば、原価法よりも時価法をとるほうが、
実態をより正確に表す会計処理になるということがいえる。 
 
3 項 おわりに 
 CO2 排出費用認識法は、排出権を会計上認識し、会計処理を行う方法のひとつであり、
負債としての義務を、費用の発生と同時に認識する点に特徴がある。会計処理にあたって
は、事後測定を行う場合、原価法よりも時価法を用いる方が適切な会計処理が行えると考
えられる。排出権を有償取得する場合にも採用することが可能な会計処理方法であるが、
会計処理中における、補助金収入の繰延処理が廃止候補となっている会計処理であること
から、この会計処理方法の積極的な採用は望ましくないという見解もある。  
 
6 節 おわりに 
 本章では、日本におけるキャップ・アンド・トレードの会計処理の内容について概観し
てきた。 
1 章では、日本ではじめて排出権取引の会計処理のみに特化して研究を行っていた
GISPRI の示した会計処理案について論じた。GISPRI は排出権を棚卸資産的無形資産と位
置付け、事業活動のなかで、温暖化ガス削減義務として費用化されていく会計処理を提示
した。 
 2 章では環境省が示したキャップ・アンド・トレードの 3 つの会計処理について、それ
ぞれを検討した。オフバランス方式については、企業会計基準委員会が採用した方法であ
るが、排出権を会計的に認識しないことに起因して、簿外資産の計上が行われてしまう可
能性がある点が短所として指摘されている。一方で、排出権取引に参加する前後における
貸借対照表の整合性が保たれるという点が長所とされている。 
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 次に排出削減義務当初認識法について検討をおこなった。排出削減義務当初認識法は、
排出権取引に参加することによって保有することになった排出権を会計上認識して処理を
おこなう方法である。排出権の無償割当と同時に排出削減義務を認識する点に特色がある。
財務諸表に排出権取引によって発生した要素が記載される点が長所とされているが、排出
権を有償取得した場合の処理との整合性が取れない点が短所といわれている。また、事後
測定をする場合には、原価法よりも時価法がミスマッチを生じさせることがなく、取引を
正確に反映する方法といえる。 
 3 つ目の会計処理は CO2 排出費用認識法である。この会計処理方法も、排出権を会計上
認識する方法であるが、温室効果ガスの排出が費用を発生させるという観点に立ち、費用
の発生に伴って排出権償却義務を負債として認識する。この方法においても、長所は、排
出権に関する取引が財務諸表に記載される点が挙げられており、加えて有償取得の場合の
処理とも整合するので採用が可能である点も長所とされている。一方で短所としては、排
出権の無償割当を政府からの補助金収入と位置付けて繰延処理する方法が、IASB によっ
て廃止を検討されているという点が挙げられている。この会計処理方法でも、原価法では
事後測定のミスマッチが生じるため、時価法を採用するほうがミスマッチを生じさせるこ
とが無い会計処理となる。 
 以上のように、日本におけるキャップ・アンド・トレードの会計処理は、第 1 段階とし
て、排出権に関する項目をオンバランスするのか否かで分類することができ、第 2 段階と
しては、オンバランスする方法を、負債認識のタイミングによって分類することができる。
これらの会計処理方法の分類や概要を踏まえ、国際的には排出権に関してどのような会計
処理が行われているのかを、次章において検討する。 
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3 章 国際的な会計処理 
 
1 節 はじめに 
 現在、日本における会計基準は、国際会計基準審議会（以下 IASB）による国際財務報
告基準（以下 IFRS）へのコンバージェンスに向けて、基準の改廃を行っている。排出権取
引の会計処理について考える場合でも、この動向を無視することはできないと考える。現
時点では、確定した排出権に関する IFRS の規定は存在していないが、基準設定へ積極的
な活動を行っていることは周知されているので、検討されている内容を参照し、日本にお
ける基準設定において参考となる部分を探す。また、廃止となったものの、排出権取引に
ついて、初めて国際的な基準として国際財務報告解釈指針委員会（以下 IFRIC）によって
設定された IFRIC 第 3 号についても、その会計処理の概要と廃止の経緯について検討し、
日本における会計処理において注意すべき点等を探す。 
 
2 節 国際的な会計処理の検討の歴史 
1 項 はじめに 
 排出権取引は、世界全体の温室効果ガスの削減を念頭においたスキームであるため、将
来的には様々な国や企業が参加する国際的な取引が行われると考えられている。先駆的な
例として、EU では、EU 加盟各国間での排出権取引が既に行われている。国際的に共通の
排出権取引の活発化に備え、取引参加者がどの国に籍を置いているかに関わらず、共通の
会計処理を用いることが、国家間、企業間における比較可能性を担保するものとなると考
えられる。本節では、歴史的な視点から国際的な排出権の会計処理がどのように検討され、
どのような変遷をたどってきたのかを概観し、IFRIC 第 3 号と、基準の設定に向けた IFRS
の動向についての理解の助けとする。 
 
2 項 国際的な会計処理の検討の歴史 
 国際的な排出権取引に関する会計基準の必要性が認識されたのは、2005 年に欧州排出量
取引制度（European Union Emission Trading Scheme, 以下、EU ETS）が開始されてからで
ある19。それまでは、排出権取引市場は国家をまたぐものではなく、欧州ではイギリス、
フランス等が別個に会計基準を設けて運用し、国内取引の会計処理を規定していた。EU 
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 遠藤（2008）p.18 
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ETS は初めて国際的な取引を行うこととした排出権取引市場であり、この開始によって排
出権の取引規模は国際的に拡大することとなった。これに伴って国際的な会計基準の設定
が急務となり、IFRIC によって会計基準設定の活動が行われることとなった。 
IFRIC は、2003 年 5 月にキャップ・アンド・トレード方式の排出権取引に関する会計基
準の草案（Draft Interpretation, 以下 DI）を発表した。DI に対して寄せられたコメントを勘
案し、2004 年 12 月には IASB によって DI の内容を受け継いだ IFRIC 第 3 号を公表し、2005
年 3 月に発行した。しかし、欧州財務報告アドバイザリーグループ（European Financial 
Reporting Advisory Group, 以下 EFRAG）や、欧州委員会（European Comission, 以下 EC）
の要請を受け、2005 年 7 月に撤回された。 
IFRIC 第 3 号が撤回された後、正式に設定された排出権に関する会計基準は現時点では
ない。しかし、IASB は基準設定に向けた活動を続けており、2011 年 6 月以降に審議を行
う予定としている。IASB の基準設定が待たれるが、一度確定した IFRIC 第 3 号の廃止を
受け、慎重な審議と基準の作成が行われているものと考えられる。  
 
3 項 おわりに 
 排出権取引の国際的な会計基準の設定のための活動は、EU ETSの開始により始まった。
IFRIC により DI が発表され、IFRIC 第 3 号が発行されるに至ったが、EFRAG や EU の要請
を受けて 4 カ月で撤回された。現時点では、確定した国際的な排出権取引に関する会計基
準は存在していないが、IASB は IFRS 設定に向けた活動を継続しており、2011 年 6 月以降
に本格的な審議が行われる予定である。次節では、IFRIC 第 3 号の会計処理の概要と、な
ぜ廃止されるに至ったのかについて検討を行う。 
 
3 節 IFRIC 第 3 号と廃止の経緯 
1 項 はじめに 
 前節でも述べたとおり、排出権取引に関する国際的な会計基準として初めて設定された
基準は IFRIC 第 3 号である。しかし、この基準は、EFRAG や EC の要請を受けて 1 年にも
満たない運用期間ののち廃止となった。本節では、その IFRIC 第 3 号の会計処理を概観し、
なぜ廃止されることになったのかを検討して、IASB による IFRS 設定にどのような影響を
もたらすかを検討する際の基礎とする。 
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2 項 IFRIC 第 3 号の会計処理の概要 
 IFRIC 第 3 号における会計処理は、会計処理の基礎とする考え方にちがいが存在してい
たり、CO2 排出費用認識法ではなされない純資産直入処理が行われたりするが、前章で概
観した環境省が示した会計処理のうちの CO2 排出費用認識法に類似すると言われている。 
IFRIC 第 3 号において、排出権は概念フレームワークにおける資産の定義を満たすため
資産として認識され、排出権引渡義務は負債の定義を満たすため、負債として認識される。
また、排出権は IAS 第 38 号「無形資産」を適用し、金融資産には合致せず、無形資産と
して分類されている20。IFRIC 第 3 号の会計処理は、排出権と排出権引渡義務はそれぞれ独
立して存在すること、つまり、多くの参加者が自らの義務を決済するためにだけ、当該は
質枠を保有しているとしても、当該資産と当該負債との間には契約上のつながりは何ら存
在しないということに着目して規定されている21。 
具体的な会計処理は以下に示す。 
 
①排出権の割当て（100,000 トン@1,000 円→公正価値） 
 排出権 100,000 / 国庫補助金（繰延収益） 100,000 
IFRIC 第 3 号は、政府等の規制当局から受ける排出枠の無償割当について、IAS 第 20 号「政
府補助金の会計と政府援助の開示」が適用されるとしている。そのため、無償割当時の排
出権は国庫補助金として処理される。この処理で計上された国庫補助金は、排出権引渡義
務に伴って生じる費用との関係から繰延収益とし、規則的に償却すべきとされている22。
排出権引渡義務は、無償割当時には認識されず、実際の排出時に認識されることになる。
これは、IAS 第 37 号「引当金、偶発債務および偶発資産」において、「実際に現在の義務
を生じさせる過去の事象（義務発生事象）が発生するまでは負債を計上しない」としてい
ることにもとづいている23。 
 
②排出権の再評価（再評価日の公正価値＠1,200 円） 
 排出権 20,000 / 再評価剰余金 20,000 
排出権は取得原価で評価することとされているが、公正価値で再評価することも認められ
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 IFRIC 第 3 号 7 項 
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 遠藤（2008）p.22 
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ている。排出権を再評価した場合に、取得価額よりも再評価時点の公正価値が高い場合は、
その差額を再評価剰余金として純資産に直接認識する。 
 
③国庫補助金の償却（当期の実際排出量 70,000 トン） 
 国庫補助金 70,000 / 収益 70,000 
排出枠の無償割当時に繰延収益として認識した国庫補助金は、実際排出量に対応させて償
却する。その額は（当初助成金の額）×（温室効果ガス実際排出量/当初割当数量）で算定
する24。本設例の場合は、100,000 千円×（70,000 トン/100,000 トン）＝70,000 千円となる。 
 
④排出権引渡義務の認識（認識時の公正価値@1,200 円、当期の実際排出量 70,000 トン） 
 費用 84,000 / 引当金 84,000 
排出権引渡義務は、認識時点で当該義務を決済するために要すると見積もられる支出額で
評価し、引当金として計上する。 
 
⑤排出権の引渡し 
 引当金 84,000 / 排出権 84,000 
 
以上の会計処理の特徴は、排出権の認識時点と排出権引渡義務の認識時点が別個であるこ
と、再評価した場合に生じる利益は再評価剰余金として純資産項目となることが挙げられ
る。 
 
3 項 IFRIC 第 3 号の問題点と廃止 
 IFRIC 第 3 号は、EFRAG や EC からの問題点の指摘を受け廃止に至った。本項では指摘
された問題点を検討していく。 
 IFRIC 第 3 号に対して指摘された問題点は、経営者の感覚に反すること、IAS 第 20 号の
適用、事後測定のミスマッチ、損益のミスマッチの 4 点が挙げられている。経営者の感覚
に関する問題点は、CO2 排出費用認識法の欠点としても挙げたように、経営者は排出枠の
割当てを受けることによって、実際排出量に応じた排出権を引渡す義務を負い、排出削減
をしなければならないと認識しているのにも関わらず、会計上は利益が認識されることを
                                                        
24
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指す。 
 2点目の IAS第 20号の適用は、IAS第 20号が IASB による改訂の対象になっていたため、
改訂される予定の基準を援用して会計処理を規定することは、改定後の基準の運用に悪影
響を及ぼすという懸念から指摘された問題点である。 
前項で示したように、IAS 第 20 号の規定に準拠することによって、繰延収益とされた国
庫補助金は規則的に償却すべきと規定されたが、IASB は補助金という利益の繰延は負債
の定義を満たさないとして改訂の対象とした。改訂案ではまず補助金を「無条件に与えら
れる補助金」とある一定の条件を満たさない場合には政府に返却義務を負う「条件付き補
助金」に分ける。「無条件に与えられる補助金」を会計処理する場合は、資産と収益を即時
認識することが可能である。一方、「条件付き補助金」を会計処理する場合は、補助金を受
けた時点では資産と負債が認識され、その後の会計処理に条件を満たすか満たさないかが
影響する。条件を満たす場合は、収益認識が可能となり、条件が満たされなかった場合は
政府に返却義務を負うことになるため負債計上される25。 
排出枠の割当てが。「無条件に与えられる補助金」であるのか「条件付き補助金」であ
るのかは議論の余地が残されているが、繰延収益の計上は排出権がどちらの補助金として
扱われても否定されるため、IFRIC 第 3 号の運用には大きく影響するものであったと考え
られる。 
3 点目の事後測定のミスマッチは、IFRIC 第 3 号の会計処理において、割当てられた排
出枠は、無形資産として取得原価または公正価値で測定され、排出権引渡義務は期末時点
で当該義務を決済するために要する見積り支出額で測定されることに起因する。企業が企
業活動に伴って増大する排出量の増加量を負債として捉え、この負債をその排出量の現在
の市場価値で評価する26。このような処理によって生じるミスマッチが事後測定のミスマ
ッチである。 
4 点目の損益のミスマッチは、IFRIC 第 3 号の問題点のうち最も大きなものであると考
えられる。EFRAG はこの問題点を IFRIC に指摘し、廃止に向けた動きが加速したといえ
るからである。 
この問題の根本的な原因とされているのは、IFRIC 第 3 号は解釈指針であり、独自の会
計基準の設定はせず、IAS 第 38 号、IAS 第 37 号、IAS 第 20 号などの合成によって成って
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おり、その合成に誤謬があったことである27。例としては、IAS 第 20 号と第 38 号によっ
て規定されるものは、当初取得原価で計上され、IAS 第 37 号における債務は公正価値で評
価される。さらに、IAS 第 37 号と第 20 号によって認識された損益は損益計算書において
認識されるが、IAS 第 38 号で認識された損益は資本の部で認識されるなどのちがいが存在
する28。キャップ・アンド・トレードの会計処理は、資産の動きと負債の動きは相互に関
連しているため、この IAS 各号間の会計処理のちがいは大きな問題となるのである。IFRIC
はこの指摘を DI の段階から受けていたが、EU ETS の動向の様子を見てから対処するとし
ていた。しかし、実際の排出権取引の実態を反映しない会計基準であることが明確になっ
たため廃止の運びとなった。 
以上のような問題点が挙げられるなか、特に損益のミスマッチについて、EFRAG は勧告
書を発行し、IFRIC 第 3 号を基準として運用することはふさわしくないという見解を表明
した。EFRAG は勧告書において、制度参加者が取引期間の終了後、排出権を政府に引渡す
ときにのみ負債を消滅させることができ、他の資産と相殺することはできないため、負債
と帳消しになるはずの資産と測定方法が異なることは不合理であると主張している29。
IFRIC は IAS 第 38 号の改訂を行うことでこの不具合を解消する方向で検討を行ったようで
あるが、進展はなく、IFRIC 第 3 号は廃止されることとなった。 
 
4 項 IFRS の基準設定の動向 
 IFRIC 第 3 号の撤回後、正式な国際的な会計基準は発表されていない。Price Waterhouse 
Coopers（以下、PwC）と International Emissions Trading Association（以下、IETA）の調査
によれば、EU ETS に参加している企業のなかではおよそ 15 種類の異なる会計処理が用い
られている30。近年では中国など、排出権取引への参加を表明する国の増加もあり、国際
的に共通の基準の設定が急がれている。 
 IASB は 2005 年 10 月に排出権取引プロジェクトをアジェンダに加えて以来、IFRS 設定
のため活動を継続して行っている。2009 年に IASB は FASB と合同会議を行い、会計処理
モデルについて討議を継続することを取り決めた31。この合同会議では以下の 2 点につい
                                                        
27
 村井（2008b）p.71 
28
 遠藤（2008）p.26 
29
 遠藤（2008）p.26 
30
 PwC & IETA（2007）p.25、遠藤（2008）p.26 
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て暫定的な合意がなされた。 
①政府から無償で交付された排出枠は資産として認識し、当初は公正価値で測定する。  
②政府から無償で排出枠の割当てを受けることによって、企業は温室効果ガスの排出を排
出枠によって示されている水準以下に低減させる義務を引き受けていると考え、この義
務を排出枠に対応する負債として認識する。当該負債は当初認識時には交付された排出
枠の公正価値で測定する32。 
また、今後の検討を進める上の基礎として、負債の認識に関しては、任意のスキームに参
加すること自体が債務発生事象と考え、契約時点で負債を認識する。契約を結ぶことで排
出権を返却しなければならない無条件の義務が生じると考えることとした33。 
 今後の予定として、IASB は定期的な討議を継続し、2011 年に公開草案を公表、2012 年
には IFRS として確定させるという計画でプロジェクトを進めている34。 
 
5 項 おわりに 
 排出権取引は、地球規模での温室効果ガスの削減を目的としているため、国際的な取引
をどのように会計処理するかは、日本における会計処理の規定にも大きな影響を及ぼすと
考えられる。国際的な会計基準としては、IFRIC 第 3 号が運用された初めての基準であっ
たが、その会計処理には問題点があり、EFRAG や EU の指摘を受けて廃止された。 
 IFRIC 第 3 号の会計処理では、排出枠の無償割当時に排出権を認識し、実際の排出によ
って排出権引渡義務が認識される。これは CO2 排出費用認識法に似た会計処理であるが、
IFRIC 第 3 号では、再評価益を再評価剰余金として純資産に直入する点が異なっている。
この会計処理には、経営者の感覚に対するミスマッチ、IAS 第 20 号の適用、事後測定のミ
スマッチ、損益のミスマッチの 4 点の短所が指摘されている。 
1 点目は、排出枠の割当て時に収益が計上されることが、経営者の排出量の削減義務を
負っているという感覚に反する点を指している。2 点目は IAS 第 20 号が改訂の対象となっ
ている基準であり、今後変更があると考えられる基準に準拠した会計処理を行うべきでは
ないという意見に拠っている。3 点目の事後測定のミスマッチは、排出枠と排出権引渡義
務の測定が異なる値で行われることによって生じる短所である。4 点目の損益のミスマッ
                                                        
32
 山田（2010）p.29 
33
 山田（2010）p.29 
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チは大きな短所とされており、この原因は IAS の複数の規定を合成して作られており、独
自に処理を規定しているものではないことにあると考えられている。そのために、ある IAS
の規定に従うと、別の IAS の規定に反するといった現象が生じてしまう。  
IFRIC 第 3 号が取引の実態を正確に表せないのではないかという指摘はドラフトの段階
からなされていた。EFRAG はこれらの問題点を踏まえて勧告書を発表し、これが IFRIC
第 3 号の廃止への布石となった。 
IFRIC 第 3 号の廃止後、確定した国際的な排出権に関する基準はまだないが、IASB は
IFRS 設定に向けた活動を行っている。IASB と FASB の合同会議では排出権に関する資産
と負債の考え方について合意がなされ、2011 年以降の公開草案に向けてプロジェクト活動
を継続している。 
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4 章 それぞれの会計処理の比較・検討 
 
1 節 はじめに 
 2 章から 3 章にわたって、日本国内と国際的なキャップ・アンド・トレードの会計処理
を概観してきた。本章では、日本国内の会計基準として、排出削減義務当初認識法、CO2
排出費用認識法を挙げ、国際的な会計処理としては IFRIC 第 3 号の処理を挙げ、それらの
会計処理を比較検討していく。排出権取引において頻繁に問題とされるのは、排出権と排
出削減義務等の取り扱いであるといえる。2 節では、排出権の取り扱いについて比較をし、
3 節では排出削減義務等の取り扱いについて比較検討をおこなう。4 節では、オンバランス
方式に対するオフバランス方式の合理性について比較検討をおこなう。  
 
2 節 排出権の取り扱い 
1 項 はじめに 
 排出権取引を会計処理する上で重要となる要素のひとつに、排出権の資産性をどのよう
に捉え取り扱うかがある。本節では、比較の対象とする 3 つの会計処理のそれぞれについ
て、排出権をどのように捉え、それが会計処理にどのように影響しているかについて検討
をしていく。 
 
2 項 各方法における取り扱い 
 排出削減義務当初認識法において、排出権は資産として排出枠無償割当て時に認識され、
その測定は無償割当て時の時価でおこなう。この方法では、排出権は、排出削減義務を受
け入れることの対価であるという考えに立っている35。 
CO2 排出費用認識法では CO2 の排出は常に排出枠を消費する行為であると考えるため、
排出権は消費財としての性質を持っていると考えられており、無償割当て時に資産計上さ
れ、測定は無償割当て時の時価でおこなう36。 
IFRIC 第 3 号においては、排出権は IAS 第 38 号を適用し無形資産とし、過去の実際の排
出量にもとづいて政府から定められた排出枠を守るために保有している資源として考え、
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この方法でも無償割当て時に資産として計上、測定は公正価値でおこなう37。 
 排出権の取り扱いについては、それぞれの方法において排出権をどのように捉えている
かは、温室効果ガスの排出をどのような行為であると定義しているかによって異なってい
る。一方、排出権を資産として無償割当て時に計上することは共通している。 
 
（図）各方法における排出権の取り扱いのまとめ 
 排出削減義務当初認識法 CO2 排出費用認識法 IFRIC 第 3 号 
タイミング 排出権の無償割当て時 
計   上 資産として計上 
測   定 無償割当て時の時価 公正価値 
科   目 排出権 
考 え 方 排出削減義務受け入れの
対価 
温室効果ガス排出に
よって消費される消
費財 
排出枠を守るために
保有している資源 
 
3 項 おわりに 
 本節では、排出権の取扱いを各方法について分析し比較検討した。それぞれの会計処理
方法において、排出権の計上のタイミングは排出枠の無償割当て時で共通しており、資産
として計上することも共通している。しかしこの処理の根底にある考え方はそれぞれ異な
っている。排出削減義務当初認識法では、排出権を排出削減義務受け入れの対価と捉え、
CO2 排出費用認識法では、温室効果ガス排出によって消費される資産として扱い、IFRIC
第 3 号では排出枠遵守のために保有している資源として扱っている。 
 
3 節 排出削減義務等の取り扱い 
1 項 はじめに 
 排出権取引の会計処理では、排出権の取り扱いとともに、排出削減義務等の取り扱いも
重要である。排出削減義務等の会計処理には、各会計処理方法の温室効果ガス排出につい
ての考え方のちがいが表れているからである。本節においても、比較の対象とする 3 つの
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会計処理それぞれについて、考え方を分析し会計処理への影響を検討していく。  
 
2 項 各方法における取り扱い 
 排出削減義務当初認識法では、排出枠無償割当て時に排出削減義務を負債として認識す
る38。測定は原価法と時価法で異なり、原価法では取得原価、時価法では時価評価をおこ
なう39。前節で述べたように、排出権は排出削減義務を受け入れることへの対価として考
えられている。対価のみが計上され、その対価の原因となったものが計上されないことは
不自然であるため排出枠の割当て時に排出削減義務が計上されると考えられる。  
CO2 排出費用認識法は、温室効果ガスの排出は常に排出枠を消費すると捉え、その費用
の反対勘定として排出権償却義務が生じると考える。そのため、温室効果ガス排出時に排
出権償却義務を負債として計上する40。測定は排出削減義務当初認識法と同様に、原価法
では取得原価、時価法では時価評価をおこなう。 
IFRIC 第 3 号でも、温室効果ガスの排出と同時点に将来排出権の引渡し時に必要となる
と予測される額を排出権引渡義務として負債に計上し、IAS 第 37 号の引当金とする41。そ
の測定は、排出権引渡義務の決済時に必要な支出を見積もるが、通常は時価とされる。  
 
 
（図）各方法における排出削減義務等の取り扱いのまとめ 
 排出削減義務当初認識法  CO2 排出費用認識法 IFRIC 第 3 号 
タイミング 排出枠無償割当て時 温室効果ガス排出時 
計   上 負債として計上 
測   定  
（原価法）  取得原価 
（時価法）  時価評価 
排出権引渡義務の決
済に必要な支出の最
善の見積り 
（通常は時価） 
科   目 排出削減義務 排出権償却義務 引当金 
（排出権引渡義務） 
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考 え 方 対価として計上される排
出枠の割当てに対して受
け入れるべき義務 
温室効果ガスの排出
によって生じる費用
の相手勘定 
排出権の引渡しに必
要となると予測され
る額 
 
3 項 おわりに 
 本節では、排出削減義務等の取扱いを各会計処理方法について比較検討した。それぞれ
の会計処理における共通点は、排出削減義務等を負債に計上する点である。しかし、負債
に計上する時点は異なっている。排出削減義務当初認識法は排出枠割当て時に負債に計上
するが、CO2 排出費用認識法と IFRIC 第 3 号では温室効果ガスの排出時に負債に計上する。
この会計処理の違いは、排出削減義務等をどのように捉えているかによって生じる差であ
ると考えられる。 
 
4 節 オフバランス方式の合理性・優位性 
1 項 はじめに 
前節までは、キャップ・アンド・トレードに関する会計事象をオンバランスする排出削
減義務当初認識法、CO2 排出費用認識法、IFRIC 第 3 号を対象として比較検討をおこなっ
てきた。本節では、これらのオンバランス方式に対する、オフバランス方式の合理性、優
位性について検討をおこなっていく。また、ASBJ ではオフバランス方式を採用すべき会
計処理であるとしているため、その根拠についても検討する。 
 
2 項 オフバランス方式の合理性 
 オフバランス方式は、日本において、ASBJ が「IFRIC 解釈指針公開草案 D1「排出権」
に対するコメント」において提案した会計処理方法である42。この提案によって、ASBJ は、
排出枠の無償割当てと将来の引渡しを一体とみていると考えられる43。この処理には排出
権の取引がほとんどない状況が前提とした場合に合理的とされている。 
しかし、排出権取引市場の動向を考えると、温室効果ガス削減目標であるマイナス 6%
にはまだ程遠く、排出権取引を増やさなければならなくなることもあると考えられる44。
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 伊藤（2008）p.313 
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 鈴木・水口（2010）p.164 
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 中村（2008）p.32 
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この状況を鑑みると、排出権取引が企業の活動に占める割合は今後も増加していくと考え
られ、この前提が今後も成立し続ける可能性は低い。また、排出枠は規制当局への引渡の
みでなく、市場取引の対象とされるものであり、単位当たり排出コストが市場価格よりも
低い場合には、割当てを受けた排出枠を売却し自身で排出削減をおこなうほうが合理的と
なる。加えて、その売却によって得た売却収入もすべてが排出量削減のために支出される
わけではないといわれる45。この場合には、排出枠の無償割当てと将来の引渡しは一体と
はいえないと考えられる。 
このように、オフバランス方式の合理性は、ごく限られた状況でのみ成立すると考えら
れる。 
 
3 項 オンバランス方式に対するオフバランス方式の優位性 
 オフバランス方式の長所としては、2 章でも述べたとおり、排出権取引に参加する前後
の貸借対照表の整合性を保つことができる点が挙げられている46。この長所は、他のオン
バランスする会計処理にはないが、この点がオンバランス方式に対して優位性を持つとい
える場合は限られていると考えられる。排出権取引の企業の事業規模に対して占める割合
が小さい場合がその場合に該当すると考えられる。しかし、排出権の無償割当てを受け、
事業用資産として保有する企業にとって、排出権取引の事業に占める割合は小さくなく、
オフバランス方式の優位性を保てる場合は限られているのではないだろうか。  
 また、財務諸表の意義を鑑みても、財務諸表利用者が必要と考える情報を提供していく
ことは重要な役割であり、企業の環境保全活動を社会的責任として重視する投資家も尐な
くなく、排出権取引の開示に前向きな企業も多いと思われる。日本電気硝子株式会社は、
環境省自主参加型排出量取引制度に参加している企業であるが、財務諸表では排出権取引
に関連する項目であると明確にわかるものはない。しかし、CSR 情報のなかに温暖化対策
として排出権取引を挙げている。このような状況では、今後の排出権取引の活発化に伴っ
て、数値的な情報を求める投資家が現れることも考えられる。そうなれば、排出権取引に
参加する前後の貸借対照表の整合性を保つことよりも、投資家の潜在的なニーズを満たす
ことのほうが重要となるのではないだろうか。この投資家ニーズには、CSR 報告書や財務
諸表における注記で、排出権の物量を開示することによって満たされるという見解もある
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が、取引対象としても価値を持ち、取引によって温室効果ガスの削減を実現することも可
能であるため、金額として排出権を表示することは必要となると考えられる。また、日本
公認会計士協会も 2009 年 1 月に「気候変動情報の開示に関する提言」において、有価証券
報告書に新しい項目を作り、企業の事業別の排出量や削減のための設備投資の状況を明ら
かにすべきとしている47。このように、排出権に関する項目の開示を法律レベルで義務付
けるべきとする動きは会計監査人の側からも起きている。 
 以上の状況を考慮すると、オフバランス方式がオンバランス方式に優位性を持つ場合は、
排出権取引の企業の活動に占める割合が低く、取引の開示に対する投資家のニーズも尐な
い場合などに限られると考えられる。 
 
4 項 おわりに 
 本節では、オフバランス方式のオンバランス方式に対する合理性、優位性について検討
をおこなってきた。オフバランス方式が合理性を持つと考えられるのは、排出権取引がほ
とんど行われないという前提が成り立つ場合である。また、ASBJ はオフバランス方式を
日本における会計処理として提案し、排出枠の無償割当てと、将来の排出権の引渡しを一
体と見ている。しかし、市場価格と企業の排出削減コストの差異によっては、排出権の割
当てと引渡しは一体とならない場合もある。そのため、オフバランス方式が合理性を持つ
のはごく限られた場合になると考えられる。 
 オフバランス方式がオンバランス方式に対して優位性を持つと考えられる場合も、合理
性と同様にごく限られた場合と考えられる。排出権取引に関する項目が投資家の必要とす
る情報であった場合には、オフバランス方式によって整合性が保たれた財務諸表であって
も役割を果たさないこともあると考えられる。 
 以上より、オフバランス方式は排出権取引市場の拡大、排出権の市場価格や企業の排出
削減コストの影響を受け、限られた場合に合理性、優位性を持つ方法であるといえる。  
 
5 節 おわりに 
 本章では、2 章、3 章で概観してきた各会計処理方法の比較検討をおこなった。まず、オ
ンバランス方式である排出削減義務当初認識法、CO2 排出費用認識法、IFRIC 第 3 号の間
で排出権と排出削減義務等の取扱いについて比較検討した。各会計処理方法における排出
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 日本公認会計士協会（2009） 
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権の取扱いは、資産計上のタイミング等の共通点もあるが、その根底にある捉え方にはち
がいがある。次に、排出削減義務等の取扱いについても比較検討した。この比較検討にお
いては、負債として計上することは共通しているが、計上のタイミングは異なっており、
このちがいにも、それぞれの会計処理における考え方のちがいが影響している。  
 排出削減義務当初認識法の考え方は、排出権を排出削減義務受入れへの対価として捉え
ている。そのため、排出権の計上と同時に排出削減義務の認識がおこなわれる。CO2 排出
費用認識法では、排出権を温室効果ガスの実際の排出に伴って消費するものと捉えており、
排出権償却義務は排出費用の計上と同時に計上される。これらの 2 つの方法では原価法と
時価法があり、時価法の場合は排出権を時価評価する。IFRIC 第 3 号では排出権を割当て
られた排出枠内に排出量を抑えるために保有する資源と捉え、排出権引渡義務は将来の排
出権の引渡しに必要となる予測とする。 
次に、オフバランス方式の合理性とオンバランス方式の会計処理に対する優位性の検討
をおこなった。オフバランス方式の合理性は排出権取引が企業の活動に占める割合が低く、
排出権の市場価格が、企業の排出削減コストよりも高い場合には合理性を認めることがで
きると考えられる。また、オフバランス方式のオンバランス方式に対する優位性について
も、投資家が必要とする情報に排出権取引に関わる項目が含まれている可能性が高い場合
にはオンバランス方式に劣ると考えられる。そのため、オフバランス方式に優位性が認め
られるのは限られた状況であると考えられる。 
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5 章 理想的と考えられる会計処理 
 
1 節 はじめに 
 前章まで、日本で提案された会計処理としては GISPRI 案、オフバランス方式、排出削
減義務当初認識法、CO2 排出費用認識法、国際的な会計処理として IFRIC 第 3 号の会計処
理を概観し、それぞれを比較検討してきた。本章では、その検討してきた内容にもとづい
て、理想的と考えられるキャップ・アンド・トレードの会計処理とはどのようなものか検
討をおこなう。検討は、まず、日本におけるキャップ・アンド・トレードの会計処理の現
状を概観する。加えて、他の会計基準が排出権の会計処理に整合するかどうかも検討し、
理想的な会計処理の検討につなげる。 
 
2 節 会計処理の現状 
1 項 はじめに 
 日本国内では、現時点では明確なキャップ・アンド・トレード会計基準は規定されてい
ない。ASBJ はオフバランス方式等を提案しているが、取引の実態を財務諸表に表示する
ため、独自に会計処理をおこなっている企業も尐なくない。本節では、そのような独自の
会計処理の現状について概観し、どのような会計処理を会計基準として規定するのが望ま
しいか検討するうえでの基礎とする。 
 
2 項 独自に実施されている会計処理 
 排出権取引を企業がどのように会計処理しているかについて、GISPRI は平成 19 年度排
出クレジットに関する会計・税務論点調査研究委員会においてアンケート調査を実施した
48。アンケートは、56 社に送付をおこない 25 社（電力 8 社、石油 2 社、鉄鋼 2 社、製紙 1
社、ガス 1 社、電気・電子 1 社、商社 2 社、金融 4 社、その他 4 社）から回答を得たもの
である49。 
このアンケート調査の結果では、まず、排出枠の貸借対照表科目として投資その他の資
産としている企業が多い。これは ASBJ の実務対応報告第 15 号でも認められている方法で
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 大串（2008）p.48 
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 排出クレジットに関する会計・税務論点調査研究委員会（2008） 
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あり、排出権を金融資産に近い性格を持っていると考える企業が多いためと考えられる50。
次に、排出権の評価方法であるが、回答したのは 25 社中 3 社だけだが、個別法、平均法を
採用している企業がある。排出枠の償却時期については、大半が未定と回答しているが、
2012 年に一括償却するとしている企業が 3 社あり、企業にとって排出権がそれほど重要な
数値とはなっていないことも考えられる51。以上の結果を表にまとめると以下のようにな
る。 
 
（図）日本企業の会計処理アンケート結果 
 科目名 / 評価方法 / 償却方法 社数 
排出枠の B/S 計上科目 無形固定資産 
投資その他の資産 
5 社 
10 社 
評価方法 個別法 
平均法 
2 社 
1 社 
償却時の PL 計上科目 販売及び一般管理費 13 社 
排出枠の償却時期 2012 年一括 
5 年均等償却 
排出量に応じて 
未定 
3 社 
1 社 
3 社 
8 社 
（出典：GISPRI 報告書アンケート結果から中村義人作成の表を筆者修正） 
 
 このアンケート結果から、排出枠は投資その他の資産として計上する方法が受け入れら
れやすいようであるが、評価方法や排出枠の償却時期には支配的な方法がないようである
ことがうかがえる。排出権取引の重要性の高まりによっても独自の会計処理が変更され、
それに伴って主流となる会計処理方法も現れることも考えられる。また、このアンケート
結果は実際に排出枠が本格的に発行される平成 20 年以前のものであるため、すでに処理方
法が大きく変化している可能性も高い。しかし、償却時期の選択に見られるように処理方
法の決定を未定として先送りにしている企業も明確な会計処理が規定されていない状況で
はなくなるとは考えにくい。会計処理の先送りは、償却時に大きな損失が生じる場合など
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に備えた必要な処理が行われないといった事態を生むこともあり得る。そのような状況に
企業が陥ることを防ぐためにも会計基準の規定が必要であると考えられる。 
 
3 項 おわりに 
 本節では、排出権取引に関してオンバランス方式の会計処理を独自に行っている企業が、
どのような処理を採用しているのか GISPRI のアンケート結果をもとに概観した。このア
ンケート結果からは、オンバランス方式の会計処理の明確な規定はない状況でも、企業が
ASBJ の認めている方法等を利用して処理をしていることがうかがえた。しかし、明確な
規定がないゆえに、一部の処理を未定と回答している企業もあり、場合によっては必要な
手当てが行えないことも考えられる。このような状況を未然に防ぐ意味でも、会計基準の
規定は必要と考えられる。 
 
3 節 他の会計基準との整合 
1 項 はじめに 
 日本におけるキャップ・アンド・トレードの会計処理を検討するうえで、オンバランス
方式を採用するのであれば、関連する他の会計基準と整合していることが、会計基準を実
際に運用していくために重要であることは、IFRIC 第 3 号の廃止の経緯からもうかがい知
ることができる。本節では、排出権取引に関係すると考えられる他の会計基準として、金
融商品に関する会計基準、固定資産の減損に係る会計基準を挙げ、排出権取引の会計処理
の検討に関係する部分を探し、これらの基準と整合する会計処理をおこなえるかどうかを
検討していく。本節は、日本においてキャップ・アンド・トレードをオンバランス処理す
ることが馴染むかどうかを検討するものであり、後の章における会計処理方法の選択の根
拠とするものではない。 
 
2 項 金融商品に関する会計基準 
 実務対応報告第 15 号では排出権を事業投資目的で保有するものとし、保有する間は取得
原価で測定し、保有目的によって投資無形固定資産として減損損失を認識するか、棚卸資
産として低価法の対象とすべきとしている52。 
しかし、前節の GISPRI のアンケート結果では、排出権を投資その他の資産として分類
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している企業が多く、排出権を金融資産に近い性質を持つと捉えられていると考えられて
いる53。排出権取引以外にも、排出権を利用し環境に関連した金融商品が作られ、先物取
引、ヘッジファンド型の投資信託などが販売されており、排出権の購入が将来必要になり
そうな企業が排出権の価格上昇リスクをヘッジする目的で購入を検討する場合が考えられ
る54。そのような場合には排出権取引の会計処理と金融商品に関する会計基準における会
計処理に矛盾がないようにする必要がある。 
 排出権と金融商品に関する会計基準との関係においては、排出権をどのような金融商品
の性質を持つものと分類すべきなのか、原価法と時価法のどちらを選択し評価をおこなう
のが望ましいのかが重要であると考えられる。 
IFRIC 第 3 号では、原価法、時価法の選択はなかったが、環境省が提示した 3 つの会計
処理のうち、オンバランスする排出義務当初認識法と CO2 排出費用認識法では原価法と時
価法が選択可能とされており55、どちらがより適している等の意見は表明されていない。
金融商品にも、原価法を用いるものと、時価法を用いるものがある。しかし、原価法を用
いることができるものは、子会社株式及び関連会社株式56のように金融商品ではあるが売
買に事業上の制約があるもの、時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券の
うち社債その他の債券以外の有価証券に該当するもの57、満期保有目的の債券等の満期ま
で所有する意図をもって保有するもの58に限られている。このように保有する金融商品の
性質の分類によっても原価法か時価法の選択は異なる。 
 排出権を金融商品に関する会計基準の分類に当てはめると、売買に事業上の制約はなく、
時価を把握することも困難ではない。また、排出権は取引期間が定められているが、取引
期間の終了まで取引を一切しなかった場合に、債券のように利息が発生したり、額面金額
の償還を受けたりすることはなく、企業は実際排出量に応じた排出権を規制当局に引渡す
こととなるため、満期保有目的の債券等とも性質が異なる。加えて、事業上の利用を目的
としている排出権は、時価の変動により利益を得ることを目的として保有するもの59では
ないため、売買目的有価証券とも性質を異にする。金融所品に関する会計基準では、売買
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 大串（2008）p.49 
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 野村（2008）p.74 
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 クレジット会計処理検討委員会（2006） 
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 金融商品に関する会計基準 17 
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 金融商品に関する会計基準 19（2） 
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目的有価証券、満期保有目的の債券、子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券をその
他有価証券としている60。上記のように、排出権の性質は売買目的有価証券、満期保有目
的の債券、子会社株式及び関連会社株式とも異なっているため、その他有価証券に近いと
考えるのが自然と考えられる。また、排出権は所有する企業の目的によって、事業用資産
でも金融資産のどちらにもなる資産であり、この中間的な性質は、その他有価証券と共通
する性質であるといえる。 
 その他有価証券は、時価をもって貸借対照表価額とすることが規定されている。排出権
をその他有価証券と同等の性質をもつものとするのであれば、排出権も時価をもって貸借
対照表価額とすべきと考えられる。 
また、金融商品であるか否かが時価評価が適切か否かを分けるのではなく、ある資産に
つき価格変動リスクが存在すること、その換価に事業遂行上の制約がないこと、及び時価
による自由な換金・決済等が可能であることという特性を有しているのであれば、そのよ
うな資産については時価評価が適切でありうるとする見解もある61。 
 排出権取引に関する会計処理を、金融商品に関する会計基準と整合させるためには、排
出権の金融商品としての性質をその他有価証券と同等とみて、時価法を採ることが適する
と考えられる。 
 
3 項 固定資産の減損に係る会計基準 
 実務対応報告第 15 号において、排出権を投資無形固定資産とする場合には減損認識の対
象とするとしている62。そのため、排出権の会計処理を検討するにあたっては、固定資産
の減損に係る会計基準との整合も視野に入れる必要がある。 
 固定資産の減損に係る会計基準では、事業用の資産はその収益性が当初の予想よりも低
下し、資産の回収可能性を帳簿価額に反映させなければならない場合があるとしている63。
これは、事業用資産はその利用によって投下した資本を回収するという前提で実施される
処理である。排出権取引では、無償割当てを受けた排出枠を利用すると、その排出枠の分
だけ排出削減コストをかけずに温室効果ガスの排出が可能となり、固定資産の減損の前提
にも当てはめることができると考えられる。 
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 では、排出権について、減損の兆候、将来キャッシュフローの見積り、回収可能価額の
測定はどのようにおこなうべきであろうか。まず、減損の兆候についてであるが、実務対
応報告第 15 号では、排出権は第三者への売却可能性に基づく財産的価値を有していること
に着目して資産計上をしているため、他の資産とのグルーピングは適当でない64とされて
おり、排出権単独での減損の兆候の判定がおこなわれると考えられる。次に将来キャッシ
ュフローの見積りであるが、排出権の場合に生じるキャッシュフローは、通常の資産のよ
うに利用によって生じた収益等ではなく、排出権の売却に関するものであると考えられる。
そうすると、回収可能価額の測定も、売却によって生じるキャッシュフローを用いること
になると考えられる。よって、将来の排出権の売却によって生じるキャッシュフローを割
引いたものか、その時点での排出権の時価のどちらか高いものを回収可能価額とすること
になるのである。 
 以上のように、排出権について固定資産の減損に係る会計基準を適用することは可能で
ある。しかし、通常の資産とちがい、キャッシュフローの見積りにあたって、使用による
キャッシュフローが見込めない点に留意する必要があるといえる。また、排出権は金融商
品的な性質を持った資産でもあり、事業用に保有している場合でも市場での売買が可能で
あるため、企業の排出削減コストが排出権の時価よりも低い場合には、売却される可能性
が高い。固定資産の減損に係る会計基準は、このように売却によって投資額を回収するこ
とになる蓋然性が高い資産を対象としていないという見解もある65。 
 
4 項 おわりに 
 本節では、日本においてキャップ・アンド・トレードのオンバランス方式での会計処理
を検討するにあたって、他の会計基準と整合した会計処理が行えるかどうかについて検討
した。これは、IFRIC 第 3 号の廃止の理由のひとつに、他の会計基準と処理が矛盾してい
たことが挙げられており、会計処理の規定・運用には、他の基準との整合が必要であると
考えられるためである。本節では金融商品に関する会計基準、減損に係る会計基準を挙げ、
検討をおこなった。 
 まず、金融商品に関する会計基準については、排出権の性質が金融商品のうちどれにあ
てはまるのか検討し、それに従属して評価方法についても検討した。検討により、排出権
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はその他有価証券に近い性質を持つため、時価評価をおこなうことが金融商品に関する会
計基準と整合すると考えられる。 
 また、固定資産の減損に係る会計基準については、減損損失計上までのプロセスを排出
権について適用できるのかを検討した。排出権に対して、減損損失計上までのプロセスを
適用することは可能であるが、将来キャッシュフローの見積りについては、売却によるキ
ャッシュフローを用いることになる点に留意する必要があると考えられる。これは、排出
権が通常の固定資産のように使用によるキャッシュフローを得る資産ではないことに起因
している。 
 以上のように、排出権は金融商品に関する会計基準と固定資産の減損に係る会計基準に
整合する会計処理はおこなえそうである。しかし、排出権の資産としての性格によって、
通常の会計処理と異なる部分も生じるため留意すべきと考えられる箇所もある。今後の排
出権取引市場の動向によっては、さらに他の会計基準との整合を考慮しなければならない
可能性もあると考えられる。 
 
4 節 理想的と考えられる会計処理 
1 項 はじめに 
 ここまで、排出権取引について日本国内において提案された会計処理と、国際的な会計
処理、日本国内で企業が独自に行っている会計処理を概観し、他の会計基準との整合性、
取引の実態の表示についても検討をおこなった。本節では、これらを総合し、キャップ。
アンド・トレードについてどのような会計処理が理想的であるのかを検討する。まず、既
存の会計処理から最も理想的と考えられる会計処理を選択し検討をおこなう。次にその会
計処理方法を用いるにあたって注意すべき点を検討して、理想的なキャップ・アンド・ト
レードの会計処理について考えたい。 
 
2 項 既存の方法のうち最も適する会計処理 
 日本国内において提案されてきた会計処理は、GISPRI 案、オフバランス方式、排出削減
義務当初認識法、CO2 排出費用認識法がある。それぞれの方法に長所と短所があるが、こ
れらの会計処理のうちで、キャップ・アンド・トレードの会計処理にもっとも適している
ものを選択し、検討をおこなう。 
 ここでは、排出削減義務当初認識法の時価法をキャップ・アンド・トレードの会計処理
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にもっとも適している方法とする。この方法が、企業側の感覚に反することなく、排出権
に関する項目をオンバランスし、排出枠の無償交付時にミスマッチが生じず、事後測定に
おいてもミスマッチが生じない会計処理方法だからである66。 
 GISPRI 案は、例示において 1 年ごとに排出権の割当てと国の償却口座への移転があると
いう前提に立っているが、実際の取引期間は 1 年を超える場合にもありうる。GISPRI は 1
年を超える場合の処理は示しておらず、仮に 1 年超の取引期間に例示の処理を当てはめる
と、無償割当時に免除権認定益を一括して収益計上することとなり、適正な損益計算が損
なわれる可能性がある67。そのため、キャップ・アンド・トレードの会計処理としては不
明確な部分も多く、適さないと考えられる。 
 オフバランス方式は、排出枠の無償割当てと引渡しに関しては仕訳をおこなわず、排出
権の購入と売却についてのみ仕訳がおこなわれるが、キャップ・アンド・トレードの取引
の全容を把握することができず、また取引規模の小さい場合など、限られた状況で適用が
可能な方法であると考えられる。そのため理想的な会計処理方法としては適さないと思わ
れる。 
CO2 排出費用認識法は政府補助金を排出権の無償割当時に計上することになるが、多く
の企業にとってキャップ・アンド・トレードへの参加は、CO2 排出を抑制させなければな
らないことを意味しているが、排出枠の無償割当時に補助金収入を計上することは企業の
認識と異なるとされている68。また、事後測定と報告においてミスマッチが生じる可能性
もある。そのため排出権をオンバランスする会計処理方法としては理想的とは考えにくい。 
以上の理由から排出削減義務当初認識法以外の 3 つの会計処理方法は、キャップ・アン
ド・トレードの理想的な会計処理とするには適さないものとした。  
排出削減義務当初認識法は、1 年超の取引にも適用可能とされる点、排出権に関する項
目をオンバランスする点、排出権取引に参加することによって実際排出量の削減が必要と
なるという企業の認識に合致する点において、GISPRI 案、オフバランス方式、CO2 排出
費用認識法の理想的とされない点をカバーする。また、排出総量を規制しつつ、規制対象
者毎の排出総量目標を、規制対象者自身が取引等により変更することを認めるもの69とし、
排出量を減尐させるための社会的コストの最小化を推進するという、排出権取引の理念に
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43 
 
もそぐうと考えられる。そのため、排出削減義務当初認識法は、その他の会計処理方法と
比較して、理想的な会計処理であると考えられる。  
 
3 項 注意が必要とされる点 
 前項では、排出削減義務当初認識法を既存の会計処理のうち最もキャップ・アンド・ト
レードの会計処理に適した方法としたが、2 章 4 節でも述べたように排出削減義務当初認
識法には、規制当局からの排出枠の割当てを有償で受けた場合の会計処理と整合しないと
いう短所がある70。将来、無償割当のほかに有償割当が実施される可能性もあり、この点
を解決しなければ、排出削減義務当初認識法は運用に堪えうる会計処理方法とはいえない。
この点は、排出削減義務当初認識法を会計処理として用いて行くうえで注意を要する点で
ある。 
 この無償割当てと有償割当の会計処理の不整合は、それぞれの経済実態が異なることに
起因している。まず、無償割当についてであるが、無償割当を受けた排出枠は、企業が事
業を継続するとその排出枠の分だけ排出権の償却をすることが確実であるものと解される。
そのため、排出権は企業の収益によってカバーされる必要がない、すなわち無償割当を受
けた排出枠は、費用として計上する必要のないものと考えられる71。 
 一方、有償割当の経済実態は、排出権取得のために支払った額は、収益または排出量の
削減によりカバー、もしくは損失としなければならない。そのため、排出権の使用対象で
ある排出権の引渡義務については、温室効果ガスの排出時に対応する費用とともに認識す
ることとなる72。 
 このように経済的実態が異なるため、無償割当と有償割当の会計処理が整合しないとい
うことは問題とならないという見解もあり、排出削減義務当初認識法を理想的な会計処理
として用いることも可能であると考える。また、先に述べた他の会計処理方法の採用しな
い理由とした点は、実際の運用にあたって注意喚起を行って解決できるものは尐ない。そ
のため、無償割当と有償割当の会計処理の不整合は、排出削減義務当初認識法を既存の方
法のうちで理想的な方法としないという積極的な理由とはならないと考える。  
実際の運用にあたっては、経済的実態のちがいが会計処理の不整合に結びついている点
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を明確に示し、不正な処理がなされないための対策が必要となると思われる。 
また、排出削減義務当初認識法の、割当てられた排出枠のすべてを排出削減義務とする
方法よりも、企業にとっての削減義務は、過去の発生分から削減された純額の部分とする
方法が、より企業の認識に合うという見解もある。しかし、企業が過去と同量の排出量に
排出を抑えられるという保証はなく、排出削減努力によって排出削減を図る場合のほか、
排出権の売買によって排出削減を図る場合もある。そのため、純額の排出削減義務を計上
すると、後の調整が必要となることも考えられ、実際の排出量の確定を待つ必要があり、
その点は排出削減義務当初認識法と変わらないと考えられる。 
 
4 項 おわりに 
 本節では、既存の会計処理のなかから最もキャップ・アンド・トレードの会計処理に適
すると考えられる方法を、理想的と考えられる会計処理方法として検討をおこなった。  
 選択した会計処理方法は排出削減義務当初認識法である。この方法は、他の GISPRI 案、
オフバランス方式、CO2 排出費用認識法に比べ、企業側の感覚に合い、排出権に関する項
目をオンバランスし、排出枠の無償交付時と事後測定においてミスマッチが生じない会計
処理方法とされるからである。 
 しかし、排出削減義務当初認識法にも、無償割当と有償割当の会計処理の整合性がとれ
ないという短所が指摘されることがある。この不整合の原因とされるのは、無償割当と有
償割当の経済的実態の相違である。経済的実態が異なることが、会計処理の不整合に現れ
ることは問題とならないとする見解もあり、排出削減義務当初認識法をキャップ・アンド・
トレードに最も適する会計処理とすることは、依然として可能であると考えられる。 
 ただし、運用にあたっては、この点について注意喚起を十分におこない、不正な処理が
おこなわれないための対策をする必要があると考える。 
 また、企業にとっての削減義務の認識に関して、過去の発生分から削減された純額の部
分とする方法がより、企業の認識に合うという見解もある。しかし、排出権取引によって
企業が実際に排出削減努力を要する部分は変動する可能性があり、純額部分を削減義務と
しても後に調整が必要となることが考えられ、この方法に排出削減義務当初認識法に対す
る優位性があるとは考えにくい。 
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5 節 おわりに 
 本章では、キャップ・アンド・トレードの会計処理として、理想的と考えられる会計処
理はどのようなものかについて検討をおこなった。  
 2 節では、日本国内で企業が独自に実施しているキャップ・アンド・トレードの会計処
理を、GISPRI の実施したアンケートの結果に基づいて概観した。アンケートの結果によれ
ば、排出権の貸借対照表計上科目、償却時の損益計算書計上科目には多数を占める方法が
存在しているが、排出権の評価方法、償却時期等については回答していない企業、未定と
している企業があり、会計処理の規定の必要性がうかがえた。 
 3 節では、他の会計基準との整合について検討をおこなった。ここでは、他の会計基準
として、金融商品に関する会計基準と、固定資産の減損に係る会計基準を挙げた。排出権
は、金融商品に関する会計基準におけるその他有価証券に近い性質を持ち、その他有価証
券の会計処理に倣って期末に時価評価することが、金融商品に関する会計基準と整合する
処理と考えられる。また、排出権は、固定資産の減損に係る会計基準の減損損失計上まで
のプロセスが適用可能であることがわかった。しかし、排出権の将来キャッシュフローの
見積りについては、通常の資産とちがい、排出権の売却によって得られるキャッシュフロ
ーが主となることに留意する必要があることがわかった。 
 4 節では、日本国内で提案された会計処理のなかから、キャップ・アンド・トレードの
会計処理として最も適しているものを選択し、また、その方法を用いるにあたって注意す
べきと考えられる点について検討をおこなった。ここでは、排出削減義務当初認識法の時
価法を最も適する会計処理として選択した。しかし、排出削減義務当初認識法にも、排出
枠の無償割当と有償割当の会計処理が整合しないという点が短所として挙げられることが
ある。これは無償割当と有償割当の経済実態が異なることに端を発している。しかし、経
済実態が異なるのであれば、会計処理が整合しないことは当然のこととして捉える考え方
もあり、他の方法の短所と比較して、実際の運用を妨げるほどの短所ではないと考えられ
る。 
 以上の検討から、排出権の性質は、金融商品に関する会計基準、固定資産の減損に係る
会計基準と整合し、これらの基準に矛盾しない会計処理をおこなうことが可能であること、
日本国内におけるキャップ・アンド・トレードの会計処理には排出削減義務当初認識法の
時価法が現時点では最も適していると考えられるが、無償割当と有償割当の経済実態のち
がいに注意すべきであることがわかった。国内で企業が独自におこなっている会計処理の
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アンケートには、排出削減義務等の取扱いについての質問が無いため、企業がどのように
独自の処理をおこなっているのかの全容は判然としない。しかし、排出枠を割当てられる
ことによって、排出削減義務も負うという認識をもつ企業が多いのであれば、排出削減義
務当初認識法は他のオンバランス方式の会計処理方法と比較しても受け入れられやすい会
計処理方法であると考えられる。 
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終章 おわりに 
 
 本論文では、排出権取引のうち、キャップ・アンド・トレード方式の会計処理に関して、
どのような方法が最も適しているのか 5 章にわたって論じてきた。 
 1 章では、まず排出権取引にはキャップ・アンド・トレードとベースライン・アンド・
クレジットという 2 つの取引方式があり、それらの概要と相違点を概観した。 
2 章では、キャップ・アンド・トレードの日本における会計処理として、GISPRI が提示
した会計処理案、環境省が提案した、オフバランス方式、排出削減義務当初認識法、CO2
排出費用認識法のそれぞれについて、その考え方、会計処理の内容について例示を含め概
観した。 
3 章では、排出権に関する国際的な会計処理として初めて規定された IFRIC 第 3 号の会
計処理を概観し、その問題点、廃止に至る経緯についても述べた。また、IASB による排
出権に関する IFRS 設定の動きについても触れた。 
4 章では、2 章と 3 章で触れた各会計処理方法について比較をおこなった。各会計処理
をオンバランス方式とオフバランス方式に分け、オンバランス方式については、排出権の
取扱いと、排出削減義務等の取扱いについての比較検討をおこなった。つぎにオフバラン
ス方式については、キャップ・アンド・トレードの処理方法としての合理性、オンバラン
ス方式に対する優位性を検討した。 
5 章では、2 章から 4 章までの比較、検討を踏まえ、キャップ・アンド・トレードの会
計処理として理想的な方法について検討をおこなった。この検討にあたっては、まず日本
国内で企業が独自に行っている排出権の会計処理を検討し、受け入れられやすい会計処理
を考えるうえで参考とした。また、IFRIC 第 3 号の問題点と廃止の経緯を受けて、排出権
が他の会計基準との整合するのかどうかについても検討をおこなった。  
以上の検討の結果として、まず、日本国内で企業により行われている独自の会計処理に
は、処理方法の決定を先延ばしにしているものが見受けられ、早期の会計処理の規定が必
要と考えられることがわかった。 
そして、排出権を日本国内で会計処理する場合には、金融商品に関する会計基準と、固
定資産の減損に係る基準には整合することがわかった。これにより、キャップ・アンド・
トレードをオンバランス処理することには、障害が尐ないと考えられる。  
これらの検討を踏まえ、日本国内で提案された会計処理方法のうち、キャップ・アンド・
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トレードの会計処理方法として理想的な方法は、排出削減義務当初認識法とした。これは、
排出削減義務当初認識法が、他の GISPRI 案、オフバランス方式、CO2 排出費用認識法と
比較して、排出権に関する項目がオンバランスされるとともに、排出枠の割当てによって
排出削減義務を負うことになるという企業の認識と合致すること、また、ミスマッチ問題
がおきないことが根拠となっている。しかし、排出削減義務当初認識法には、排出枠の無
償割当と有償割当の会計処理が整合しないという短所を有している。この点については、
排出枠の無償割当と有償割当は経済実態が異なるため、会計処理が整合しないのは当然の
こととする見解もあり、排出削減義務当初認識法を排除する積極的な理由とはなりにくい
と考えられる。 
 今後の検討課題としては、本論文では検討をおこなえなかったが、既存の会計処理のな
かからキャップ・アンド・トレードの理想的な会計処理方法を選択することに加え、独自
に会計処理方法を考え、検討をおこなうことが挙げられる。この検討に伴って、他の会計
基準との関係についても、より広範囲の検討が必要とされると考えられる。また、IASB
による IFRS 公開草案について、現時点では発表が待たれる状態であるが、発表後に IFRIC
第 3 号に対して指摘された問題点をどのように解決するのかについて、コンバージェンス
を視野に入れた日本における会計処理への影響を検討することも必要となると考えられる。
現在、日本では排出権取引の本格的な導入は先送りされているが、IFRS の公開草案の発表
によってこの傾向が変化することも考えられ、今後の国内外の動向にも引き続き注視して
いくことも、不可欠であると考えられる。 
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